
     

2023年 8月 30日 

各  位 

会 社 名： ＮＣホールディングス株式会社 

代表者名： 代表取締役社長 梶原 浩規 

（コード： 6236 東証スタンダード市場） 

問合せ先： 管理本部 部長  関 健一 

電話番号： 03‐6625‐0001 

 

当社完全子会社日本コンベヤ株式会社による株式会社ジャパンシステムサービスの株式取得 

（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は当社の完全子会社である日本コンベヤ株式会社が、2023 年 8 月 18 日の同社取締役会の決議

にて以下の通り株式会社ジャパンシステムサービスの全株式を取得し完全子会社（当社の孫会社）と

することを決定したことをお知らせすることといたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式取得の理由 

当社完全子会社である日本コンベヤ株式会社は、自社の立体駐車場事業強化の一環として、機械

式立体駐車場の保守メンテナンス事業、並びに予防保全工事に注力することを計画しており、こ

の分野において技術的な強みを持つ株式会社ジャパンシステムサービスとの連携を深めることに

よって高いシナジー効果が得られると判断したことから、当該会社の発行する全株式を取得する

ことといたしました。 

 

２．異動する子会社等の概要（株式会社ジャパンシステムサービスの概要） 

（１）名称 株式会社ジャパンシステムサービス 

（２）所在地 大阪府中央区上汐二丁目 1番 22号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 立花翔吾 

（４）事業内容 立体駐車装置の製造及び設計・施工・据付・保守 

各種コンベヤ装置の製造、販売、建設工事 

電気工事・配管工事の請負 

（５）資本金 10,000,000円 

（６）設立年月日 1993年 4月 20日 

（７）大株主及び持株比率 立花翔吾 100% 

 

 



（８）上場会社と当該会社

との間の関係 

資本関係 当社と当該会社の間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社

の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係

はありません。 

人的関係 当社と当該会社の間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社

の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係

はありません。 

取引関係 当社と当該会社の間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社

の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係

はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2020年 9月期 2021年 9月期 2022年 9月期 

純資産 17百万円 22百万円 32百万円 

総資産 124百万円 120百万円 124百万円 

1株あたり純資産 85,306円 108,809円 161,284円 

売上高 101百万円 102百万円 102百万円 

営業利益 ▲3百万円 13百万円 16百万円 

経常利益 7百万円 6百万円 15百万円 

当期純利益 4百万円 5百万円 10百万円 

1株あたり当期純利益 18,460円 23,504円 52,476円 

1株あたり配当金 ―円 ―円 ―円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏名 立花翔吾  

（２）住所 大阪府大阪市中央区 

（３）上場会社と当該個人の関係 当社と当該個人の間には、記載すべき資本関係・人的関係・取

引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該

個人の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・人

的関係・取引関係はありません。 

 

 

 

 

 

 



４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 0株（議決権の数：0個、議決権所有割合：0％） 

（２）取得株式数 200株（議決権の数：200個、議決権所有割合：100％） 

（３）取得価額 取得価額については、相手側の意向により、契約上の守秘義務

に基づき開示は差し控えさせていただきます。 

ただし、本取得価格については、専門家である公認会計士、弁

護士にそれぞれ財務、法務に掛かるデューデリジェンスを依頼

し、その結果を踏まえた上で取締役会にて慎重に審議、決議し

ており、価格の合理性は十分確保されていると考えておりま

す。 

（４）異動後の所有株式数 200株（議決権の数：200個、議決権所有割合：100％） 

 

５．日程 

（１）取締役会決議日 2023年 8月 18日 

（２）契約締結日 2023年 8月 30日 

（３）株式譲渡実行日 2023年 9月 29日（予定） 

 

６．今後の見通し 

 本株式の取得に伴う当社の 2024年 3月期の連結業績に与える影響については軽微です。 

以上 

 

 

 

 


